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第１．企業の概況 
1.主要な経営指標等の推移
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第２．事業の状況 
 

1.業績等の概要 

(1) 業績 

当連結会計年度のわが国経済は、設備投資の減少や厳しい雇用情勢を反映した個人消費の低迷が

続く中、前半には米国、アジア経済の回復に伴う輸出の増加により、一部に持ち直しの動きも見ら

れたが、株式市場の一段の後退によりデフレ色が強まり、全般的に厳しい状況となった。 

当社グループを取り巻く状況については、不安定な国際情勢を反映した原油価格の急騰による原

料コスト高に加え、アジア市場での競争が激化するなど、事業環境はますます厳しさを増すものと

なった。 

当社グループは、このような状況の中で、売価の是正や拡販に注力するとともに、積極的な投資

により、重点事業の一層の強化に取り組むなど、全社を挙げて業績の改善に努めてきた。その結果、

当連結会計年度の売上高は前連結会計年度に比べ 927 億円増加し、11,111 億円となった。損益面で

も、営業利益は 735 億円、経常利益は 680 億円とともに前連結会計年度を上回った。また、当期純

利益についても構造改善費用、投資有価証券評価損など特別損失の計上はあったが、311 億円と前連

結会計年度に比べ増加した。 

 

当連結会計年度の事業の種類別セグメントごとの概況は、次のとおりである。 

 

（基礎化学） 

アルミニウム地金、メタアクリルは需要の伸長により販売が増加した。またシンガポールにおける

メタアクリル事業についても出荷の増加により販売は前連結会計年度を上回った。この結果、売上高

は前連結会計年度に比べ193億円（11.1%）増加し、1,932億円となり、営業利益も前連結会計年度に

比べ 22 億円（76.2％）増益の 53 億円となった。 

また生��A上回黄

比
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4.経営上の重要な契約等 

(1）武田薬品工業株式会社からの農薬事業の買収 

当社の子会社である住化の 武田薬品工業株式会の の 武田薬品工の 農薬事業のこ,
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精密化学分野では、医薬中間体、情報記録材料など有機中間体の受託生産における新規プロセスの開

発や高分子添加剤、環境対応型ＥＶＡエマルジョン等に重点を置き、新製品・新技術の開発に積極的に

取り組んでいる。当連結会計年度には、大型医薬中間体の抜本的なプロセス変更による新製法開発に目

処を得たほか、新規リン系安定剤や環境対応型濃色用反応染料の用途開発が進展し、大手需要家での採

用が進んだ。 

なお、精密化学部門の研究開発費は53億円であった。 

 

情報電子化学分野では、ＩＴ関連企業の先端技術に然虚i 開発得新技術の開発採積極的

取り組んでいる。当連結会計年度には�チッ  の 新技術用に�

の 置で��  んでいる� 採積極的用の が 。 

なお

情報萄密化学分野の研究開発費は53億円であった。 

開八;ｸsb�8�ｻ学分網Vｶ�学部門s印��ｻ学分網Vｶ�学部門s印

ﾐ
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5.役員の状況
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④ 連結キャッシュ・フロー計算書 
（単位：百万円） 

前連結会計年度( 
自平成13年4月 1日

至平成14年3月31日
)当連結会計年度 (

自平成14年4月 1日 

至平成15年3月31日 
) 

科 目 
金 額 金 額 

年金格�~�金拡
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（単位：百万円） 

前連結会計年度( 
自平成13年4月13自�

 

自平豫自�4年自� 

(

� 13 年4月13自�

 

自平豫自�4年自� 

( 

4

年

�





 －44－

  

 

前連結会計年度 
自平成
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前連結会計年度 
自平成13年4月 1日 
至平成14年3月31日 

当連結会計年度 
自平成14年4月 1日 
至平成15年3月31日 

定期修繕引当金……製造設備等にかかる定期修繕費用
の支出に備えるため設定してお
り、支出費用見込額のうち前回の
定期修繕の日から当連結会計年度
末までの期間に対応する額を計上
している。 

定期修繕引当金…… 同  左 

特定施設処理引当金…特定の製造設備等にかかる処理費
用の支出に備えるため設定してお
り、支出費用見込額のうち当連結
会計年度末までの期間に対応する
額を計上している。 

特定施設処理引当金… 同  左 

役員退職慰労引当金…役員の退職慰労金の支出に備える
ため設定しており設定のﾈ*H+�たｐ�額�ﾙ.�計 上

し て い る。

特定施設処理引当金… 同  �T�
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（連結キャッシュ・フロー     
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（デリバティブ取引関係） 
1. 取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 
自平成13年4月 1日 
至平成14年3月31日 

当連結会計年度 
自平成14年4月 1日 
至平成15年3月31日 

(1)取引の内容・利用目的・取組方針 (1)取引の内容・利用目的・取組方針 
当社グループ（当社および連結子会社）��P当社�当社�（の）取引）
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（１株当り情報） 

前連結会計年度 
自平成13年 4月 1日 
至平成14年 3月31日 

当連結会計年度 
自平成14年 4月 1日 
至平成15年 3月31日 

 

１株当り純資産額 268.57円 

 

１株当り純資産額 268.62円 

１株当り当期純利益 18.24円 １株当り当期純利益 18.74円 

潜在株式調整後 
１株当り当期純利益 18.04円 

潜在株式調整後 
１株当り当期純利益 18.53円 

  
当連結会計年度から｢1 株当 円株 当1株当,�*�１１１ から り から

 

から 当期純利益 18.53潜�結会計年��当期純利益 18.53   円 当  手 � � ┿ w � 轌 � ｠ か ら 手 � � ┿ w � 轌 � ｠ か ら 

) ) 9 0 A 7 4 8 8 9 7 6 >  3 7 5 0    w  .  2 6 >  3 0 A 0 3 1  w 4 3 T 4 8 2 7 5 - 1 . A 2 7 j 9 > A 9 8 9 E F 8 E E 5 9 8 8  T 3 6  









 



監 査 報 告 書 
 

平成１４年 ６月 ２７日 
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（単位：百万円） 
第 121 期(平成 14 年 3 月 31 日現在) 第 122 期(平成 15 年 3 月 31 日現在) 

科 目 
内 訳 金 額 構 成 比 内 訳 金 額 構 成 比 

    ％   ％ 

ﾛ  
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（単位：百万円） 
第 121 期(平成 14 年 3 月 31 日現在) 
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② 損益計算書 

（単位：百万円） 

第 121 期 
自平成13年 4月 1日 
至平成14年 3月31日 

第 122 期 
自平成14年 4月 1日 
至平成15年 3月31日 科 目 

内 訳 金 額 比 率 内 訳 金 額 比 率 
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第 121期(自平成 13 年 4月 1日 至平成 14年 3月 31日) 第 122期(自平成 14 年 4月 1日 至平成 15年 3月 31日)
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表示方法の変更 

第 121期(自平 183 D� ¥ �1  茜 平 1 D � ¥ �
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（税効果会計関係） 

第 121 期（平成 14 年



89 

  

 

（1株当り情報） 

第 121期(自平成 13年 4月 1日 至平成 14年 3 月 31 日) 第 122期(自平成 14年 4 月 1 日 至平成 15 年 3 月 31 日) 3 13 1 1   
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⑫ 短期借入金 （単位:百万円） 

借 入 先 金 額 
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第６． 
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